
１ マイナ救急の全国展開に係る検討
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救急業務のあり方に関する検討会
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１．マイナ救急の流れ

マイナ保険証（カード）

オンライン資格確認
等システム

119番通報時

指令員が通報者に対して
マイナ保険証の準備を依頼

救急隊到着時

医療機関

カードリーダー タブレット端末

自分の病歴や飲んでいる薬を

救急隊に正確に伝えることができる
円滑な病院選定や
適切な処置が実施できる

搬送先医療機関で
治療の事前準備ができる

【閲覧する情報】
・氏名、生年月日、住所
・受診した医療機関名 ・既往歴
・薬剤情報 ・特定健診等情報 等

２．令和７年度実証事業の結果

・本人確認：救急隊が目視により確認
・４桁の暗証番号は原則不要(マイナ保険証（カード）の場合）

総務省消防庁HP

スマートフォンの 

マイナ保険証
又は

※R8.4～

マイナ救急普及啓発動画

・ 全７２０消防本部 ５,３３４隊 (令和７年10月１日から一斉開始)
・ マイナ救急を実施した件数は １３,２４９件、 実施率は１７．４％ ※データ集計期間：R7.12.4～１週間

・ 一命をとりとめた事例あり。 利用者、救急隊、医療機関から役に立ったとの声を頂いた。
・ マイナ救急の認知度：１５ポイント上昇 (２３.６％ (R7.8) → ３８.６％ (R7.12) )

３．令和８年度の取組み (各消防本部での本格運用 )

・ 実施消防本部：７１２消防本部 (離島等を除く約９９%の消防本部)
・ 実施救急隊  ：５,４１７隊 (約９７%の救急隊)

・ マイナ保険証を搭載したスマートフォンへの対応を令和８年４月から開始
・ マイナ救急の運用改善を図るとともに、マイナ救急の認知度向上のため広報を実施
・ 「救急医療情報連携プラットフォーム」(※) に「マイナ救急」で得られる受診歴などの情報を
連携させるための取組みを実施

政府広報テレビCM

（※）救急隊がこれまで医療機関に口頭で伝えている傷病者情報（主訴・バイタルサインなど）をデータとして登録することで、

複数の医療機関と迅速かつ安全に情報共有できるプラットフォーム。救急搬送の効率化や救急医療の質の向上のため、

厚生労働省を中心に構築に向けた検討が進められている。マイナ救急との連携により、バイタルサインなどの情報に加え、

マイナ救急で得られる受診歴などの情報もまとめて、医療機関へ共有可能となる。

１ マイナ救急の全国展開に係る検討
マイナ救急とは、救急隊員が傷病者のマイナ保険証を活用し、病院選定等に資する情報を把握する取組
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１ マイナ救急の全国展開に係る検討

令和７年度救急業務のあり方に関する検討会（第３回）の振り返り

・ログインに関してはもう少しスムーズになると救急隊としてはありがたい。

・消防本部の規模によって活動要領や実施判断の傾向が異なるのか確認が必要ではないか。

・全ての救急事案で事前ログインや事前説明をするのではなく、高齢の方など、マイナ救急が有効と考えられる場合には事前ログインや事前
 説明をするなど、シチュエーションによって使い分けができると良い。

・広報・啓発によって、マイナ救急の認知度を上げていくこと、外出する際にはマイナンバーカードを携帯するよう伝えていくことが重要。

・「かかりつけの医師がいたり、普段薬を飲んでいる人はマイナ保険証を必ず持ち歩きましょう」のように、ターゲットを絞って広報をした方がい
い。

・政令指定都市は小規模本部と比較してマイナ保険証所持件数が少ない理由として、昼間人口が多いため、外で救急要請する人が多く、マイ
ナ保険証を携帯していない割合が高いことが考えられる。また、情報閲覧件数が低い理由としては、政令指定都市の方が現場出発から病院
到着までの時間が短く、マイナ救急を実施する暇がないためではないか。

構成員からの主な意見（要約）

・ログイン負担の軽減等、システム改善について検討していく。

・令和８年度から各消防本部における運用となっているため、各消防本部の活動要領等を調査することで、「活動要領にマイナ救急がどのように
落とし込まれているか」「どのようなシチュエーションでマイナ救急を活用しているのか」を把握し、奏功事例の水平展開を図る。

・高齢者や持病がある方にターゲットを絞った広報を実施し、マイナンバーカードの携行を促す。

構成員からの意見を踏まえた対応案



令和８年度の検討事項と取組方針
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➢ 令和７年度実証事業を踏まえ、令和８年度においてはＷＧを設置し、以下の①～③の事項を検討することとしたい。

③ 効果的な国民への周知・広報

① システム改善に向けた取組み 

◼ インターネット調査による認知度調査の実施
◼ 高齢者や持病がある方を主なターゲットとし、消防本部と連携した広報を展開

（ポスター、マグネットのほか、SNSその他広報媒体を活用）

〇 ログイン負担等を改善するための方策
令和７年度実証事業における意見を踏まえ、以下の点について改善に向けた方策を検討する。
■ ログイン回数の検証
■ マイナ救急で閲覧した薬剤情報の解説表示機能の追加
■ マイナ救急システムと救急支援システムを別の端末で運用する場合の最適な方法の検討・整理

〇 救急医療情報連携プラットフォームとの連携に関する検討
 「救急医療情報連携プラットフォーム」に「マイナ救急」で得られる受診歴などの情報を連携させるため、

連携方法をはじめとする、マイナ救急のシステム改修に係る技術仕様について検討する。

〇 同一端末でのマイナ救急システムと救急支援システムの併用について
マイナ救急システムと救急支援システムを同じ端末で運用できるかどうか、首都圏近郊の消防本部における運用について、
調査研究を行う。

１ マイナ救急の全国展開に係る検討

② 運用改善に向けた取組み

各消防本部の活動要領等を調査することで、「活動要領にマイナ救急がどのように落とし込まれているか」
「どのようなシチュエーションでマイナ救急を活用しているのか」等を把握し、奏功事例の水平展開を図る。



ワーキンググループ（ＷＧ）の設置（案）
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検討内容

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

マイナ救急の全国展開
に係る検討（WG）

第

１

回

検

討

会

第

３

回

検

討

会

第

２

回

検

討

会

第

１

回

Ｗ

Ｇ

第

２

回

Ｗ

Ｇ

１ マイナ救急の全国展開に係る検討

検

討

会

ま

と

め

【スケジュール（案）】

① システム改善に向けた取組み

〇 ログイン負担等を改善するための方策
〇 救急医療情報連携プラットフォームとの連携に関する検討
〇 同一端末でのマイナ救急システムと救急支援システムの併用について

② 運用改善に向けた取組み

③ 効果的な国民への周知・広報
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● WG長

間 藤 卓 （自治医科大学救急医学講座教授）

● WG構成員

秋 元 奈穂子 （立教大学法学部准教授）
浅 見 匡 哉 （東京消防庁救急部参事兼救急管理課長）
江 口 輝 人 （都城市消防局警防救急課長）
織 田 順 （大阪大学大学院医学系研究科救急医学教授）
小 尾 高 史 （国立大学法人東京科学大学総合研究院教授）
木 下 哲 男 （大阪市消防局救急部救急課長）
前 嶋 宏 美 （姫路市消防局救急課長）

町 田 吉 宏 （加賀市消防本部警防課長）
横 堀 將 司 （日本医科大学大学院医学研究科救急医学分野教授）
和 合 匠 学 （札幌市消防局警防部救急課長） 

● オブザーバー

上 田 尚 弘 （デジタル庁国民向けサービスグループ参事官）
石切山 真 孝 （デジタル庁 国民向けサービスグループ企画官）

 久保田 勝 明 （総務省消防庁消防研究センター技術研究部特別上席研究官）
井 上 翔 太 （厚生労働省保険局医療介護連携政策課保険データ企画室長）
木 下 栄 作 （厚生労働省医政局参事官（医療情報担当））
今 井 秀 紀 （社会保険診療報酬支払基金情報化推進部情報化専門役）
五月女 有 良 （総務省自治行政局住民制度課マイナンバー制度支援室長）

１ マイナ救急の全国展開に係る検討

ワーキンググループ（ＷＧ）の設置（案）

構成員（案）

7/13
オブザーバー
更新



参考資料

岡地コメント

・参考資料とし
て以下のスライ
ドはすべて不要
だと思います。
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マイナンバーカード（マイナ保険証）の普及状況

１ マイナ救急の全国展開に係る検討

➢ 令和８年３月１日現在、全国民の約74.8％にマイナ保険証が普及している。



マイナ保険証を搭載したスマートフォンへの対応
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１ マイナ救急の全国展開に係る検討

マイナ保険証
の場合

iPhone    Android

（iPhone）

（Android）

目視確認

カードリーダー

タブレット端末

iPhone 

Android

③読み取り②本人確認の実施

暗証番号

※ 目視で本人確認ができない場合

カードリーダー

タブレット端末

①マイナ保険証の所持確認・同意取得

スマートフォン
の場合

④医療情報閲覧

⇒ マイナンバーカードの
健康保険証利用登録の
ほか、端末の生体認証の
登録（iPhone）、スマホ用
電子証明書の利用申請、
スマートフォンへの電子証
明書の登録が必要

※ スマホ搭載対応の画面構成イメージ

オンライン資格確認
等システム

同意状況について選択後、
本人確認方法を選択

照会

回答

※ Androidの場合のみ、読み取り後、タブレット端末で
      スマホ用電子証明書の暗証番号（４桁）を傷病者が

入力

➢ システム改修を行い、令和８年４月１日からはマイナ保険証を搭載したスマートフォンでも利用可能になった。
➢ スマホのマイナ保険証を利用する場合、傷病者本人による生体認証又は暗証番号の入力が必須であり、
意識不明時はマイナ救急を実施できないため、引き続き、マイナ保険証の携行も促していく必要がある。

⇒

⇒

「Apple Wallet」を起動し、「リーダーにか
ざしてください」と表示された状態にする

画面ロックを解除する
（PIN、指紋認証、顔認証等）
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１ マイナ救急の全国展開に係る検討
マイナ救急と救急医療情報連携プラットフォーム(PF)との連携

デジタル行財政改革会議（第13回）
資料５ 厚生労働大臣提出資料一部抜粋
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１ マイナ救急の全国展開に係る検討
マイナ救急と救急医療情報連携プラットフォーム(PF)との連携

デジタル行財政改革会議（第13回）
資料５ 厚生労働大臣提出資料一部抜粋



マイナ救急で閲覧できる情報〔閲覧可能な帳票レイアウトイメージ〕
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救急用サマリー※
※オンライン資格確認等システムで通常閲覧可能な診療/薬剤情報等のうち、救急医療に必要な情報が集約されたもの。

＜閲覧可能な情報と期間＞

• 受診歴：3か月

• 調剤結果情報(電子処方箋)：45日

• 薬剤情報：3か月

• 手術情報：5年

• 診療情報（透析情報等を含む）：3か月

• 特定健診情報：最新の健診実施日

１ マイナ救急の全国展開に係る検討



マイナ救急で閲覧できる情報〔閲覧可能な帳票レイアウトイメージ〕
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全量版※（通常版の全情報）
※オンライン資格確認等システム上で閲覧出来る医療情報等の閲覧期間が最大のもの。

＜閲覧可能な情報と期間＞

➢ 診療/薬剤情報

• 受診歴：５年

• 調剤結果情報(電子処方箋)：100日

• 薬剤情報：５年

• 手術情報：５年

• 診療情報（透析情報等含む）：５年

➢ 特定健康診査受診結果：5年

• 既往歴・自覚症状・他覚症状

• 検査結果・医師の判断

特定健康診査受診結果診療/薬剤情報

１ マイナ救急の全国展開に係る検討


